
                           議 案 第 １ ０ ５ 号     

      磐田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定に       

      ついて 

    磐田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する    

   ものとする。 

     令和５年１１月２４日提出 

                       磐田市長 草 地 博 昭     
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   磐田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例    

 磐田市国民健康保険税条例（平成１７年磐田市条例第１３３号）の一部を

次のように改正する。 

 第２３条第１項中「地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号」を

「地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「施行規則」とい

う。」に改める。 

 第２８条に次の１項を加える。 

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に政令第５６条の８９第４項に規定

する出産被保険者（以下「出産被保険者」という。）が属する場合におけ

る当該納税義務者に対して課する所得割額及び被保険者均等割額（第１項

に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保

険者均等割額）は、当該所得割額及び被保険者均等割額から、次の各号に

掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額とする。 

 ⑴ 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額 当該出産

被保険者につき第３条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額

に、当該出産被保険者の出産の予定日（施行規則第２４条の３０の５に

定める場合には、出産の日。以下同じ。）の属する月（以下「出産予定

月」という。）の前月（多胎妊娠の場合には、３月前）から出産予定月

の翌々月までの期間（以下「産前産後期間」という。）のうち当該年度

に属する月数を乗じて得た額 

 ⑵ 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額  

  当該出産被保険者につき第５条の規定により算定した被保険者均等割額

（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減

額後の被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産

前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

 ⑶ 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得

割額 当該出産被保険者につき第７条の規定により算定した所得割額の

１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に

属する月数を乗じて得た額 

 ⑷ 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保
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険者均等割額 当該出産被保険者につき第９条の規定により算定した被

保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあ

っては、その減額後の被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当該出

産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

 ⑸ 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の所得割額 当

該出産被保険者につき第１１条の規定により算定した所得割額の１２分

の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する

月数を乗じて得た額 

 ⑹ 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被保険者均等

割額 当該出産被保険者につき第１３条の規定により算定した被保険者

均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、

その減額後の被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被保険

者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

 第２８条の２中「第２９条の２」を「第２９条の２第１項」に改める。 

 第２９条の２第２項中「その他の特例対象被保険者等であることの事実を

証明する書類」を「又は雇用保険受給資格通知（同令第１９条第３項に規定

するものをいう。）」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

 （出産被保険者に係る届出） 

第２９条の３ 国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に属す

る場合には、次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出しなければなら

ない。 

 ⑴ 納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号（行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法

律第２７号）第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下同じ。） 

 ⑵ 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

 ⑶ 出産の予定日 

 ⑷ 単胎妊娠又は多胎妊娠の別 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 前項の届書の提出に当たり、当該納税義務者は、次に掲げる書類を添え

なければならない。 
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 ⑴ 出産の予定日を明らかにすることができる書類 

 ⑵ 多胎妊娠の場合には、その旨を明らかにすることができる書類 

 ⑶ 出産後に前項に規定する届出を行う場合には、出産した被保険者と当

該出産に係る子との身分関係を明らかにすることができる書類 

３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月前から

行うことができる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、当該出産被保険者について同項各

号に掲げる事項及び第２項各号に掲げる書類において明らかにすべき事項

を確認することができる場合は、第１項の規定による届出を省略させるこ

とができる。 

 附則第４項中「第２８条第１項」を「第２８条」に、「同項」を「同条第

１項」に改める。 

 附則第５項、第１０項、第１２項から第１５項までの規定、第１８項及び

第１９項中「第２８条第１項の」を「第２８条の」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の磐田市国民健康保険税条例の規定は、令和５年

度分の国民健康保険税のうち令和６年１月以後の期間に係るもの及び令和

６年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分の国

民健康保険税のうち令和５年１２月以前の期間に係るもの及び令和４年度

分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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磐田市国民健康保険税条例新旧対照表 

現行 改正案 

（既に特別徴収対象被保険者であった者に係る仮徴収） （既に特別徴収対象被保険者であった者に係る仮徴収） 

第23条 当該年度の初日の属する年の前年の10月１日からその翌年の３月31

日までの間における法第718条の２第２項に規定する特別徴収対象年金給

付（以下「特別徴収対象年金給付」という。）の支払の際、支払回数割保

険税額を徴収されていた特別徴収対象被保険者について、当該支払回数割

保険税額の徴収に係る特別徴収対象年金給付が当該年度の初日からその日

の属する年の９月30日までの間において支払われる場合においては、その

支払に係る国民健康保険税額として、地方税法施行規則（昭和29年総理府

令第23号＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿）第24条の36に規定する額を、特別

徴収の方法によって徴収する。 

第23条 当該年度の初日の属する年の前年の10月１日からその翌年の３月31

日までの間における法第718条の２第２項に規定する特別徴収対象年金給

付（以下「特別徴収対象年金給付」という。）の支払の際、支払回数割保

険税額を徴収されていた特別徴収対象被保険者について、当該支払回数割

保険税額の徴収に係る特別徴収対象年金給付が当該年度の初日からその日

の属する年の９月30日までの間において支払われる場合においては、その

支払に係る国民健康保険税額として、地方税法施行規則（昭和29年総理府

令第23号。以下「施行規則」という。）第24条の36に規定する額を、特別

徴収の方法によって徴収する。 

２ 略 ２ 略 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第28条 略 第28条 略 

２ 略 ２ 略 

（追加） ３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に政令第56条の89第４項に規定する

出産被保険者（以下「出産被保険者」という。）が属する場合における当

該納税義務者に対して課する所得割額及び被保険者均等割額（第１項に規

定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者

均等割額）は、当該所得割額及び被保険者均等割額から、次の各号に掲げ

る区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額とする。 

 (１) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額 当該出

産被保険者につき第３条の規定により算定した所得割額の12分の１の額

に、当該出産被保険者の出産の予定日（施行規則第24条の30の５に定め

る場合には、出産の日。以下同じ。）の属する月（以下「出産予定月」

という。）の前月（多胎妊娠の場合には、３月前）から出産予定月の

翌々月までの期間（以下「産前産後期間」という。）のうち当該年度に

属する月数を乗じて得た額 
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現行 改正案 

 (２) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 当該出産被保険者につき第５条の規定により算定した被保険者均等割

額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その

減額後の被保険者均等割額）の12分の１の額に、当該出産被保険者の産

前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

 (３) 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所

得割額 当該出産被保険者につき第７条の規定により算定した所得割額

の12分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に

属する月数を乗じて得た額 

 (４) 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 当該出産被保険者につき第９条の規定により算定した

被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合に

あっては、その減額後の被保険者均等割額）の12分の１の額に、当該出

産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額

 (５) 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の所得割額＿

当該出産被保険者につき第11条の規定により算定した所得割額の12分の

１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月

数を乗じて得た額 

 (６) 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被保険者均

等割額 当該出産被保険者につき第13条の規定により算定した被保険者

均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあって

は、その減額後の被保険者均等割額）の12分の１の額に、当該出産被保

険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例） （特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

第28条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯に属す

る国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象被保険

者等（法第703条の５の２第２項に規定する特例対象被保険者等をいう。

第29条の２＿＿＿において同じ。）である場合における第３条及び前条第

１項の規定の適用については、第３条第１項中「規定する総所得金額」と

第28条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯に属す

る国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象被保険

者等（法第703条の５の２第２項に規定する特例対象被保険者等をいう。

第29条の２第１項において同じ。）である場合における第３条及び前条第

１項の規定の適用については、第３条第１項中「規定する総所得金額」と
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現行 改正案 

あるのは「規定する総所得金額（第28条の２に規定する特例対象被保険者

等の総所得金額に給与所得が含まれている場合においては、当該給与所得

については、所得税法（昭和40年法律第33号）第28条第２項の規定によっ

て計算した金額の100分の30に相当する金額によるものとする。次項にお

いて同じ。）」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第２項」

と、前条第１項第１号中「総所得金額」とあるのは「総所得金額（次条に

規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合

においては、当該給与所得については、所得税法第28条第２項の規定によ

って計算した金額の100分の30に相当する金額によるものとする。次号及

び第３号において同じ。）」とする。 

あるのは「規定する総所得金額（第28条の２に規定する特例対象被保険者

等の総所得金額に給与所得が含まれている場合においては、当該給与所得

については、所得税法（昭和40年法律第33号）第28条第２項の規定によっ

て計算した金額の100分の30に相当する金額によるものとする。次項にお

いて同じ。）」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第２項」

と、前条第１項第１号中「総所得金額」とあるのは「総所得金額（次条に

規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合

においては、当該給与所得については、所得税法第28条第２項の規定によ

って計算した金額の100分の30に相当する金額によるものとする。次号及

び第３号において同じ。）」とする。 

（特例対象被保険者等に係る申告） （特例対象被保険者等に係る申告） 

第29条の２ 略 第29条の２ 略 

２ 前項の申告書の提出に当たり、当該納税義務者は、雇用保険受給資格者

証（雇用保険法施行規則（昭和50年労働省令第３号）第17条の２第１項第

１号に規定するものをいう。）その他の特例対象被保険者等であることの

事実を証明する書類＿＿＿＿＿の提示を求められた場合には、これらを提

示しなければならない。 

２ 前項の申告書の提出に当たり、当該納税義務者は、雇用保険受給資格者

証（雇用保険法施行規則（昭和50年労働省令第３号）第17条の２第１項第

１号に規定するものをいう。）又は雇用保険受給資格通知（同令第19条第

３項に規定するものをいう。）の提示を求められた場合には、これらを提

示しなければならない。 

 （出産被保険者に係る届出） 

（追加） 第29条の３ 国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に属する

場合には、次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出しなければならな

い。 

 (１) 納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法

律第27号）第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下同じ。） 

 (２) 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

 (３) 出産の予定日 

 (４) 単胎妊娠又は多胎妊娠の別 

 (５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 
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現行 改正案 

 ２ 前項の届書の提出に当たり、当該納税義務者は、次に掲げる書類を添え

なければならない。 

 (１) 出産の予定日を明らかにすることができる書類 

 (２) 多胎妊娠の場合には、その旨を明らかにすることができる書類 

 (３) 出産後に前項に規定する届出を行う場合には、出産した被保険者と

当該出産に係る子との身分関係を明らかにすることができる書類 

 ３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月前から

行うことができる。 

 ４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、当該出産被保険者について同項各

号に掲げる事項及び第２項各号に掲げる書類において明らかにすべき事項

を確認することができる場合は、第１項の規定による届出を省略させるこ

とができる。 

附 則 附 則 

１～３ 略 １～３ 略 

（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

４ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しく

は特定同一世帯所属者が、前年中に所得税法第35条第３項に規定する公的

年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢

65歳以上の者に係るものに限る。）の控除を受けた場合における第28条第

１項の規定の適用については、同項＿＿＿中「総所得金額」とあるのは

「総所得金額（所得税法第35条第３項に規定する公的年金等に係る所得に

ついては、同条第２項第１号の規定によって計算した金額から15万円を控

除した金額によるものとする。）」と、「第56条の89第２項第２号」とあ

るのは「第56条の89第１項中「110万円」とあるのを「125万円」と読み替

えた場合における同条第２項第２号」とする。 

４ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しく

は特定同一世帯所属者が、前年中に所得税法第35条第３項に規定する公的

年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢

65歳以上の者に係るものに限る。）の控除を受けた場合における第28条＿

＿＿の規定の適用については、同条第１項中「総所得金額」とあるのは

「総所得金額（所得税法第35条第３項に規定する公的年金等に係る所得に

ついては、同条第２項第１号の規定によって計算した金額から15万円を控

除した金額によるものとする。）」と、「第56条の89第２項第２号」とあ

るのは「第56条の89第１項中「110万円」とあるのを「125万円」と読み替

えた場合における同条第２項第２号」とする。 

（上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第33条の２第５項の配当所得等を有する場合における

第３条、第７条、第11条及び第28条第１項の規定の適用については、第３

５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第33条の２第５項の配当所得等を有する場合における

第３条、第７条、第11条及び第28条の＿＿＿規定の適用については、第３
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条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」

と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第２項」と、同条第２項

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第

33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と、第28

条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と

する。 

条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」

と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第２項」と、同条第２項

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第

33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と、第28

条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と

する。 

６～９ 略 ６～９ 略 

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） （長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第34条第４項の譲渡所得を有する場合における第３

条、第７条、第11条及び第28条第１項の規定の適用については、第３条第

１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及び山

林所得金額並びに法附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の金額（租

税特別措置法（昭和32年法律第26号）第33条の４第１項若しくは第２項、

第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の３第１項、第35条第１項、第

35条の２第１項、第35条の３第１項又は第36条の規定に該当する場合に

は、これらの規定の適用により同法第31条第１項に規定する長期譲渡所得

の金額から控除する金額を控除した金額。以下この項において「控除後の

長期譲渡所得の金額」という。）の合計額から法第314条の２第２項」

と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並び

に控除後の長期譲渡所得の金額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第34条第４項に

規定する長期譲渡所得の金額」と、第28条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第34条第４項に規定する長期

譲渡所得の金額」とする。 

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第34条第４項の譲渡所得を有する場合における第３

条、第７条、第11条及び第28条の＿＿＿規定の適用については、第３条第

１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及び山

林所得金額並びに法附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の金額（租

税特別措置法（昭和32年法律第26号）第33条の４第１項若しくは第２項、

第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の３第１項、第35条第１項、第

35条の２第１項、第35条の３第１項又は第36条の規定に該当する場合に

は、これらの規定の適用により同法第31条第１項に規定する長期譲渡所得

の金額から控除する金額を控除した金額。以下この項において「控除後の

長期譲渡所得の金額」という。）の合計額から法第314条の２第２項」

と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並び

に控除後の長期譲渡所得の金額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第34条第４項に

規定する長期譲渡所得の金額」と、第28条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第34条第４項に規定する長期

譲渡所得の金額」とする。 

11 略 11 略 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一 12 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一



- 6 - 

現行 改正案 

世帯所属者が法附則第35条の２第５項の一般株式等に係る譲渡所得等を有

する場合における第３条、第７条、第11条及び第28条第１項の規定の適用

については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡

所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第２項」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の

金額」と、第28条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所

得等の金額」とする。 

世帯所属者が法附則第35条の２第５項の一般株式等に係る譲渡所得等を有

する場合における第３条、第７条、第11条及び第28条の＿＿＿規定の適用

については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡

所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第２項」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の

金額」と、第28条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所

得等の金額」とする。 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第35条の２の２第５項の上場株式等に係る譲渡所得等

を有する場合における第３条、第７条、第11条及び第28条第１項の規定の

適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に

係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２

第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額又は法附則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る

譲渡所得等の金額」と、第28条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２の２第５項に規定する上場株

式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第35条の２の２第５項の上場株式等に係る譲渡所得等

を有する場合における第３条、第７条、第11条及び第28条の＿＿＿規定の

適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に

係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２

第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額又は法附則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る

譲渡所得等の金額」と、第28条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２の２第５項に規定する上場株

式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

14 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第35条の４第４項の事業所得、譲渡所得又は雑所得を

有する場合における第３条、第７条、第11条及び第28条第１項の規定の適

用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山

林所得金額並びに法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所

得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第２項」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

14 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第35条の４第４項の事業所得、譲渡所得又は雑所得を

有する場合における第３条、第７条、第11条及び第28条の＿＿＿規定の適

用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山

林所得金額並びに法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所

得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第２項」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金
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額又は法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金

額」と、第28条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得

金額並びに法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の

金額」とする。 

額又は法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金

額」と、第28条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得

金額並びに法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の

金額」とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

15 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第33条の３第５項の事業所得又は雑所得を有する場合

における第３条、第７条、第11条及び第28条第１項の規定の適用について

は、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金

額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第２項」と、同条第

２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附

則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、第28

条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」とす

る。 

15 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第33条の３第５項の事業所得又は雑所得を有する場合

における第３条、第７条、第11条及び第28条の＿＿＿規定の適用について

は、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金

額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第２項」と、同条第

２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附

則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、第28

条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」とす

る。 

16・17 略 16・17 略 

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） （条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

18 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の

特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実施特例

法」という。）第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等に係る利

子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における

第３条、第７条、第11条及び第28条第１項の規定の適用については、第３

条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地

方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実

施特例法」という。）第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等の

額の合計額から法第314条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額

（」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の

18 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の

特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実施特例

法」という。）第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等に係る利

子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における

第３条、第７条、第11条及び第28条の＿＿＿規定の適用については、第３

条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地

方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実

施特例法」という。）第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等の

額の合計額から法第314条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額

（」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の
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現行 改正案 

２の２第10項に規定する条約適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約

等実施特例法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等の額」と、

第28条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等

の額」とする。 

２の２第10項に規定する条約適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約

等実施特例法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等の額」と、

第28条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等

の額」とする。 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） （条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

19 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に規定する条約

適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合における第

３条、第７条、第11条及び第28条第１項の規定の適用については、第３条

第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及び

山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方

税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実施

特例法」という。）第３条の２の２第12項に規定する条約適用配当等の額

の合計額から法第314条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額

（」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の

２の２第12項に規定する条約適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約

等実施特例法第３条の２の２第12項に規定する条約適用配当等の額」と、

第28条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に規定する条約適用配当等

の額」とする。 

19 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に規定する条約

適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合における第

３条、第７条、第11条及び第28条の＿＿＿規定の適用については、第３条

第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及び

山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方

税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実施

特例法」という。）第３条の２の２第12項に規定する条約適用配当等の額

の合計額から法第314条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額

（」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の

２の２第12項に規定する条約適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約

等実施特例法第３条の２の２第12項に規定する条約適用配当等の額」と、

第28条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に規定する条約適用配当等

の額」とする。 



議案第 105号 参考資料 

磐田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 【国保年金課】

１ 改正の理由 

   全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正す

る法律（令和５年法律第３１号）に基づき、子育て世代の負担軽減、次世代育成支援等の観

点から、産前産後被保険者に対する国民健康保険税軽減制度が創設されたため、本条例の一

部を改正するもの。 

２ 主な改正内容 

（１）産前産後期間の保険税軽減に係る規定の追加（第 28 条） 

    世帯に出産をする予定の国民健康保険の被保険者又は出産をした被保険者（以下「出産

被保険者」という。）がある場合、当該世帯の世帯主に対して賦課する国民健康保険税の所

得割額及び均等割額を免除する。 

   免除する額は、出産被保険者の出産の予定日（出産の日）の属する月の前月（多胎妊娠

の場合３月前）から出産予定月の翌々月までの期間（４ヶ月分（多胎妊娠の場合６ヶ月分））

に係る所得割額及び均等割額とする。 

（２）産前産後期間に係る国民健康保険税軽減に関する届出（第 29 条の３） 

   世帯主等からの届出に基づき軽減を行うこととするが、当該届出で届けられるべき事項

を公簿（母子健康手帳の交付情報等）で確認することができる場合には、職権（プッシュ

式）で軽減の対象とする。 

３ 予算への影響 

  年間 85 人、250 万円程度の保険税の減額を見込む。 

  減額した保険税は公費（国 1/2、県 1/4、市 1/4）を一般会計から繰り 入れる形で負担す

る。 

※令和５年度の繰入金の額は、10 月末までの出産育児一時金の実績で決定するため令和６

年２月補正予算で計上予定 

  システム改修に係る経費は、令和５年 11 月補正予算及び令和６年当初予算で計上する。同

経費は特別調整交付金の対象となる予定。 

４ 関係者への周知 

  広報いわた及びホームページ等による周知を行い、公簿で確認できる対象者へは個別に通

知する。 

◆所得割額及び均等割額の免除期間のイメージ
３ケ月前 ２ケ月前 １ケ月前 出産（予定）月 １ケ月後 ２ケ月後

単胎の方（４ケ月間） 免除 免除 免除 免除

多胎の方（６ケ月間） 免除 免除 免除 免除 免除 免除

◆令和６年１月１日施行のため、令和５年11月以降に出産（予定）の被保険者が免除の対象になります。
令和５年８月 令和５年９月 令和５年１０月 令和５年１１月 令和５年１２月 令和６年１月

令和５年度の免除期間 免除
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